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�会計基準等�
税効果会計

ASBJ　繰延税金資産の回収可能性に関
する適用指針公表 3243（1/11）

JICPA　税効果の旧ルールを廃止 3245（1/25）
ASBJ　税効果公開草案へのコメントの

概要等を公表 3247（2 / 8）

ASBJ　税効果の開示，30年３月期末の
適用目指す 3248（2/15）

ASBJ　評価性引当額の内訳の開示方法
で２案 3249（2/22）

ASBJ　税効果計算の税率は「成立日基
準」に 3253（3/21）

ASBJ　税効果指針の比較情報の取扱い
明確化 3255（4 / 4）

税効果新指針の早期適用予定は５社　　
3256（4/11）

28年３月期　税効果新指針の早期適用
は少数 3261（5/23）

ASBJ　繰延税金資産は全て非流動区分
に表示へ 3262（5/30）

事業税超過税率，東京都が条例改正案を
公表 3263（6 / 6）

FASF　税効果新指針に対応する注記例

経済ニュース・トピックス
3264（6/13）

ASBJ　諸税金の取扱いを会計基準化へ
3265（6/20）

東京都　事業税超過税率に係る改正条例
成立 3265（6/20）

収益認識

収益基準　意見募集文案作り前進 3243（1/11）
ASBJ　収益認識・意見募集文案を公表

議決 3246（2 / 1）

ASBJ　収益認識，月内にも審議再開へ
3264（6/13）

税制改正対応（減価償却）

ASBJ　税制改正対応，４月に再度審議
へ 3254（3/28）

ASBJ　税制改正対応で月内にも実務対
応報告案公表へ 3257（4/18）

ASBJ　税制改正対応で実務対応報告案
公表 3259（5 / 9）

JICPA　実務対応公表前に四半期報告書
提出済みの場合は？ 3262（5/30）

ASBJ　減価償却・実務対応報告案のコ
メント対応 3263（6 / 6）

マイナス金利

《トピックスプラス》マイナス金利，会

総合索引
28 No.3242 ～3266

１月～６月

年
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計実務にも波及 3249（2/22）

ASBJ　「ゼロ」と「マイナス」，３月期
はいずれも可 3252（3/14）

ASBJ　金利スワップの特例処理，継続
を容認 3254（3/28）

リスク分担型企業年金

ASBJ　リスク分担型DB導入の論点を整
理 3246（2 / 1）

ASBJ　リスク分担型DB，会計上は確定
拠出制度に 3253（3/21）

リスク分担型DB，規約改訂時の取扱い
等を検討 3256（4/11）

リスク分担型企業年金，近く実務対報告
案を公表 3261（5/23）

リスク分担型企業年金，会計処理案を公
表 3263（6 / 6）

リース

FASF　「リース会計」のコンバージェ
ンスが俎上に 3252（3/14）

公共施設等運営権

ASBJ　公共施設等運営権の検討はじま
る 3244（1/18）

ASBJ　公共施設等運営権の取扱いは文
案作成へ 3260（5/16）

権利確定条件付き有償新株予約権

有償新株予約権の発行，３割超が「情報・
通信」 3244（1/18）

ASBJ　権利確定条件付き有償新株予約
権の処理を議論 3255（4 / 4）

ASBJ/FASFレポート

第326回　繰延税金資産の回収可能性に
関する適用指針（案）を公表議決 3244（1/18）

第327回　IFRS適用課題対応専門委員
会における検討状況等を審議 3245（1/25）

第328回　収益認識基準の開発に関する
意見募集（案）を公表議決 3247（2 / 8）

第329回　税効果会計に関する開示の検

討の進め方等を審議 3249（2/22）

第330回　「現在開発中の会計基準に関
する今後の計画」等を審議 3252（3/14）

第331回　マイナス金利に関する退職給
付債務の会計上の論点への対応等を審
議 3253（3/21）

第332回　マイナス金利に関する「金利
スワップの特例措置」の会計上の論点
への対応等を審議 3255（4 / 4）

その他

ASBJ　日本版ASR取引の会計処理を議
論 3247（2 / 8）

改正「中小企業の会計に関する指針」公
表 3247（2 / 8）

日本基準の開発計画は９項目 3253（3/21）

ASBJ委員　６名を新任，５名退任　　
 3254（3/28）

ASBJ　中期運営方針を検討 3266（6/27）

国税庁　熊本地震関連費用の法人税の取
扱い 3266（6/27）

�国際会計基準（IAS/IFRS）�
収益認識

《トピックスプラス》IFRS15号適用の課
題「開示」 3247（2 / 8）

IASB　「IFRS第15号の明確化」を公表
 3258（4/25）

リース

IASB　リースの新基準IFRS16号を公表
 3245（1/25）

IASBがIFRS第16号「リース」を公表（有
限責任監査法人トーマツ　齋藤　映）
 3246（2 / 1）

JMIS

修正国際基準，連結計算書類に適用可能
に 3244（1/18）

JICPA　四半期レビュー指針等を改正，
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JMISに対応 3251（3 / 7）

ASBJ　修正国際基準の改正案公表 3254（3/28）
その他

第２回IFRS適用課題対応専門委を開催
 3244（1/18）

IASB　鶯地理事が再任，７月から２期
目へ 3251（3 / 7）

東証　IFRS任意適用は“検討を実施”
含め341社に 3258（4/25）

のれんに関する定量分析の結果 3261（5/23）

�ディスクロージャー�
ディスクロージャーワーキング・グループ

金融庁・金融審　事業報告と有報等の開
示共通化を検討 3243（1/11）

金融庁・金融審　決算短信，経営方針等
は開示不要に 3250（2/29）

大株主の状況，記載時点を議決権行使基
準日へ 3253（3/21）

金融庁・金融審　決算短信を簡素化，経
営方針は有報で開示へ 3257（4/18）

株主総会

経産省　招集通知情報の発送前Web開
示，33％が実施 3248（2/15）

経産省　株主総会後ろ倒しで議案検討期
間確保を 3252（3/14）

経産省　招集通知発送前Web開示で議
案検討期間拡大を 3258（4/25）

定時株主総会集中率は32％，前年比9.1
ポイント減 3266（6/27）

金商法開示

金融庁　有価証券報告書作成の留意事項
公表 3255（4 / 4）

金融庁　IFRSに基づく連結財表開示例
を公表 3256（4/11）

金融庁・東証　震災踏まえ決算発表等に
猶予 3258（4/25）

金融庁　震災踏まえ有報提出期限等に追
加措置 3260（5/16）

取引所開示

全国証取　売買単位100株への移行期限
決まる 3244（1/18）

第４回企業価値向上表彰・大賞にピジョ
ン 3245（1/25）

日本取引所自主規制法人　不祥事対応の
原則案策定 3246（2 / 1）

日本取引所　不祥事対応のプリンシプル
策定 3251（3 / 7）

週間「適時開示」ニュース

（12/15 ～ 12/31） 3243（1/11）

（１/１～１/11） 3244（1/18）

（１/12 ～１/18） 3245（1/25）

（１/19 ～１/25） 3246（2 / 1）

（１/26 ～２/１） 3247（2 / 8）

（２/2 ～２/８） 3248（2/15）

（２/９～２/15） 3249（2/22）

（２/16 ～２/22） 3250（2/29）

（２/23 ～２/29） 3251（3 / 7）

（３/１～３/７） 3252（3/14）

（３/８～３/14） 3253（3/21）

（３/15 ～３/21） 3254（3/28）

（３/22 ～３/28） 3255（4 / 4）

（３/29 ～４/４） 3256（4/11）

（４/５～４/11） 3257（4/18）

（４/12 ～４/18） 3258（4/25）

（４/19 ～４/25） 3259（5 / 9）

（４/26 ～５/９） 3260（5/16）

（５/10 ～５/16） 3261（5/23）

（５/17 ～５/23） 3262（5/30）

（５/24 ～５/30） 3263（6 / 6）

（５/31 ～６/６） 3264（6/13）

（６/７～６/13） 3265（6/20）

（６/14 ～６/20） 3266（6/27）
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�監査・レビュー�
金融庁

金融庁　新日本に新規契約３カ月停止等
の処分 3243（1/11）

自民金融調査会・会計小委　経団連は
「制度改正不要」の考え 3250（2/29）

自民・金融庁　監査巡る議論，自民と金
融庁監査懇が提言 3252（3/14）

IFIAR常設事務局の東京設置決定 3260（5/16）
CPAAOB　監査事務所等モニタリング

方針示す 3261（5/23）

JICPA

JICPA　 監 査 報 酬 は0.6%減 の 平 均
4,581万円 3245（1/25）

JICPA　会長通牒で信頼回復の取組を要
請 3247（2 / 8）

JICPA　財務諸表のレビュー指針等を公
表 3247（2 / 8）

JICPA　特別レビューで見積りの監査等
を指導 3256（4/11）

JICPA　次期会長に関根愛子氏を選出
 3257（4/18）

JICPA　監査報酬は２年連続で増加　　
 3258（4/25）

JICPA　不正示唆の遭遇有無による違い
も分析 3263（6 / 6）

監査役協会

監査役協　会計不正防止に向けた監査人
等との連携を議論 3257（4/18）

政府・与党

自民金融調査会・会計小委　東芝問題で
状況確認 3248（2/15）

「木を見て森を見ず」の監査技術にも疑
問 3251（3 / 7）

同一監査人による監査期間，有報等で開
示へ 3263（6 / 6）

会社法

経団連　事業報告・計算書類等のひな型
改訂 3253（3/21）

特定譲渡制限付株式を交付した場合の会
計処理 3260（5/16）

コーポレート・ガバナンス

金融庁・東証　取締役会の在り方等を議
論 3244（1/18）

金融庁・東証　８割弱の会社が73原則
のうち９割以上実施 3246（2 / 1）

金融庁・東証　「取締役会のあり方」で
意見書 3250（2/29）

JICPA　CGコードフォローアップ会議
に意見書 3257（4/18）

金融庁・東証　CGコードフォローアッ
プ会議 3259（5 / 9）

議決権行使をめぐる利益相反への対処を
議論 3263（6 / 6）

CGコード　「独立社外取締役２名未
満」の説明事例 3264（6/13）

東証一部，「独立社外取締役２名以上」
が約８割 3266（6/27）

�企業動向�
本誌調査

2015年 のIPOは98社 で ６ 年 連 続 増 加
 3243（1/11）

監査等委員会設置会社，上場会社の１割
超が移行 3250（2/29）

開示制度におけるスケジュールの現状と
課題は？ 3251（3 / 7）

社外取締役を置くことが相当でない理由
を調査 3259（5 / 9）

業績連動型役員報酬，ROE基準で算定
した事例も 3262（5/30）

会計方針の変更事例（27/4期～28/2
期） 3265（6/20）



25

週刊　 （第三種郵便物認可）28．6．27　 No. 3266

譲渡制限付株式，６月総会に議案付議も
 3265（6/20）

見積りの変更事例（27/4期～28/2期）
 3266（6/27）

その他

TSR　上場会社の不適切会計，27年度
は43社で過去最多 3249（2/22）

週刊M&Aニュース

（2015/12/12 ～ 2015/12/18） 3242（1 / 4）

（2015/12/19 ～ 2016/01/15） 3245（1/25）

（2016/01/16 ～ 2016/01/22） 3246（2 / 1）

（2016/01/23 ～ 2016/01/29） 3247（2 / 8）

（2016/01/30 ～ 2016/02/5） 3248（2/15）

（2016/02/06 ～ 2016/02/12） 3249（2/22）

（2016/02/13 ～ 2016/02/19） 3250（2/29）

（2016/02/20 ～ 2016/02/26） 3251（3 / 7）

（2016/02/27 ～ 2016/03/4） 3252（3/14）

（2016/03/05 ～ 2016/03/11） 3253（3/21）

（2016/03/12 ～ 2016/03/18） 3254（3/28）

（2016/03/19 ～ 2016/03/25） 3255（4 / 4）

（2016/03/26 ～ 2016/04/1） 3256（4/11）

（2016/04/02 ～ 2016/04/8） 3257（4/18）

（2016/04/09 ～ 2016/04/15） 3258（4/25）

（2016/04/16 ～ 2016/04/22） 3259（5 / 9）

（2016/04/23 ～ 2016/05/6） 3260（5/16）

（2016/05/07 ～ 2016/05/13） 3261（5/23）

（2016/05/14 ～ 2016/05/20） 3262（5/30）

（2016/05/21 ～ 2016/05/27） 3263（6 / 6）

（2016/05/28 ～ 2016/06/3） 3264（6/13）

（2016/06/04 ～ 2016/06/10） 3265（6/20）

（2016/06/11 ～ 2016/06/17） 3266（6/27）

�学会・セミナー・その他�
28年会計士試験，第Ⅰ回短答式に863

人合格 3245（1/25）

不正検査士協　会計士向け短期講座「不
正調査技術」を開講 3255（4 / 4）

国税不服審判所長に増田稔氏が就任　　
 3262（5/30）

国際会計研究学会が第７回東日本部会を
開催 3262（5/30）
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ミニファイル
�税効果会計�
固定資産の減損と税効果 3244（1/18）

税効果指針と未適用注記 3248（2/15）

税効果指針の再改正 3251（3 / 7）

成立日基準と専決処分 3255（4 / 4）

繰延税金負債 3256（4/11）

繰延税金資産の表示区分 3259（5 / 9）

�リース�
オペレーティング・リース 3247（2 / 8）

�退職給付会計�
リスク対応掛金 3246（2 / 1）

会計基準変更時差異 3253（3/21）

�引当金�
災害損失引当金 3245（1/25）

偶発債務 3253（3/21）

�企業結合�
取得関連費用の開示 3249（2/22）

�その他会計・開示�
業績連動報酬 3245（1/25）

関連当事者 3248（2/15）

電子記録債権 3252（3/14）

圧縮記帳の会計処理 3255（4 / 4）

CCC 3257（4/18）

ROEとROI 3257（4/18）

会計方針の変更 3259（5 / 9）

DES 3261（5/23）

熊本地震と後発事象 3262（5/30）

追加情報 3264（6/13）

四半期特有の会計処理 3265（6/20）

特定譲渡制限付株式 3265（6/20）

売価還元法 3266（6/27）

�国際会計基準（IFRS）�
在外子会社ののれん 3250（2/29）

単体へのIFRS適用 3258（4/25）

代理人取引の判断 3264（6/13）

�会社法�
特別支配株主の株式等売渡請求 3247（2 / 8）

招集通知 3249（2/22）

任意の諮問委員会 3251（3 / 7）

責任限定契約 3254（3/28）

議決権の電子行使 3262（5/30）

招集通知等の電子提供 3263（6 / 6）

分配可能額 3263（6 / 6）

賞与引当金と税効果 3266（6/27）

�取引所・株式�
売買単位の統一 3244（1/18）

上場契約違約金 3246（2 / 1）

上場会社監査事務所登録制度 3250（2/29）

マザーズ上場10年後の選択 3252（3/14）

バスケット条項 3254（3/28）

大量保有報告の記載 3256（4/11）

災害後の適時開示 3258（4/25）
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解　説
�会計基準・会計実務等�
■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ

有限責任監査法人トーマツ
第22回　不動産流動化 3243（1/11）

上坂　岳大

第23回　ヘッジ会計（その３） 3246（2 / 1）

和田　夢斗

第24回　電子記録債権を利用した取引＆債権・債務の相殺表示 3249（2/22）

堀田　賢一

第25回　退職給付会計（簡便法から原則法への変更等） 3252（3/14）

田中　圭

第26回　有価証券の諸論点（優先株式の転換，簿価通算） 3255（4 / 4）

上田　恵嗣

第27回　繰延税金資産の回収可能性（１） 3258（4/25）

石川　慶

第28回　繰延税金資産の回収可能性（２） 3264（6/13）

石川　慶

■いまさらきけない会計基準等と実務のポイント
第５回　固定資産の減損会計 3261（5/23）

新日本有限責任監査法人　柏岡　佳樹

■シリーズ「学生と語る会計基準」西川教授のポイントレッスン！
第６回　減価償却 3246（2 / 1）

第７回　減損会計 3252（3/14）

第８回　のれん 3255（4 / 4）

第９回　無形資産 3259（5 / 9）

第10回　リース 3264（6/13）

慶應義塾大学商学部　教授　西川　郁生

■金融会計の論点シリーズ
No.9　    金融リスク管理とヘッジ会計（下） 3243（1/11）

No.10　事業会社の金融リスク管理 3248（2/15）

No.11　外貨換算リスクのマネジメント 3249（2/22）

No.12　為替リスクのマネジメント 3250（2/29）

No.13　複合リスクのヘッジ戦略（最終回） 3254（3/28）

フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表　藤田　敬司
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■グループ会計の論点シリーズ
No.1　グループ会計のシステム 3259（5 / 9）

No.2　M&A会計の特徴と変化 3261（5/23）

No.3　合併か買収か 3264（6/13）

No.4　パーチェス法から取得法へ（Ⅰ） 3266（6/27）

フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表　藤田　敬司

■リース取引の会計実務，税務実務とIFRS導入の影響
第７回　 他の会計・税務基準との関連論点 3244（1/18）

第８回　 実務上の留意事項と税務上の関連論点 3246（2 / 1）

第９回　 リース料の算定，組合リース規制，在庫リース 3250（2/29）

第10回　リース契約上の論点及びIFRS第16号短期リース 3257（4/18）

第11回　IFRS 第16号の主要論点　上編 3261（5/23）

第12回　IFRS 第16号の主要論点　中編 3262（5/30）

第13回　IFRS 第16号の主要論点　下編その１ 3266（6/27）

有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

■使おう！管理会計～企業経営に役立つノウハウ
第11回　Ⅲ　管理会計の応用メニュー（戦略的財務企画・構想力を高めよう！） 3244（1/18）

第12回（最終回）　Ⅲ　管理会計の応用メニュー（戦略的財務企画・構想力を高めよう！）
 3260（5/16）

公認会計士・税理士　和田　正次

■資本連結入門
第10回：総まとめ（問題） 3244（1/18）

第11回：総まとめ（解答・解説） 3245（1/25）

公認会計士　飯塚　幸子

■起業家物語～ IPO実現に向けて～
第８回　   企業結合会計 3244（1/18）

第９回　   連結財務諸表とセグメント企業結合会計 3249（2/22）

第10回　その他（四半期報告制度，関連当事者他） 3252（3/14）

有限責任あずさ監査法人　パートナー　佐藤　和充／シニアマネジャー　鶴　彦太
／マネジャー　大橋　剛

■会計不正の構造
【file 08】子会社社長による在庫改ざん 3258（4/25）
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【file 09】在庫横領 3263（6 / 6）

■M&A物語
第１回　M&Aの類型と買収戦略の立案 3265（6/20）

有限責任あずさ監査法人　パートナー　栗栖　孝彰／マネジャー　小瀧　征太郎

・平成28年３月期決算～Ｑ＆Ａで分かる！会計＆税務のポイントと対応策（上） 3247（2 / 8）

・平成28年３月期決算～Ｑ＆Ａで分かる！会計＆税務のポイントと対応策（下） 3248（2/15）

新日本有限責任監査法人　太田　達也

■その他
・平成28年度税制改正大綱を踏まえた税効果会計に適用する法定実効税率について 3242（1 / 4）

・平成28年３月期決算における決算スケジュール 3246（2 / 1）

新日本有限責任監査法人　太田　達也
・企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の概要

 3249（2/22）

企業会計基準委員会　副委員長　小賀坂　敦／ディレクター　前田　啓
／専門研究員　淡河　貴絵

・IT委員会実務指針第７号「受託業務のセキュリティ，可用性，処理のインテグリティ，
機密保持及びプライバシーに係る内部統制の保証報告書」の枠組み 3250（2/29）

有限責任あずさ監査法人　パートナー　公認会計士／公認情報システム監査人（CISA）
　小松　博明

・平成28年度税制改正を反映した税率の算定と関連する論点の解説 3256（4/11）

新日本有限責任監査法人　吉田　剛
・企業会計基準適用指針第27号　「税効果会計に適用する税率に関する適用指針」の解説

 3257（4/18）

企業会計基準委員会　専門研究員　淡河　貴絵
・東芝の債務超過回避と巨額の子会社売却益 3263（6 / 6）

駒澤大学　教授　石川　純治
・平成28年６月第１四半期決算の留意点 3266（6/27）

公認会計士　阿部　光成

�ディスクロージャー�
■コーポレートガバナンス・コード～２年目の対応に向けて～

PwCあらた監査法人
第１回　コーポレートガバナンス・コードで求められる取締役会の実効性評価 3250（2/29）

小林　昭夫
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第２回　コーポレートガバナンス・コードで求められる役員のインセンティブ報酬につい
て 3254（3/28）

岡本　晶子

第３回　ガバナンス強化，企業文化の醸成に資する独立社外取締役に期待される役割　
 3258（4/25）

辻田　弘志／森　洋介
第４回　情報開示の充実（原則３-１） 3260（5/16）

井坂　久仁子

第５回　最高経営責任者等の後継者計画 について 3262（5/30）

宇塚　公一

■その他
・ディスクロージャー・企業会計等をめぐる動向 3242（1 / 4）

金融庁総務企画局企業開示課　課長　田原　泰雅
・開示規制違反に係る課徴金事例集について 3242（1 / 4）

証券取引等監視委員会事務局開示検査課　課長補佐　髙島　さや香
・新春特別寄稿「上場制度を巡る2015年の回顧と2016年の展望」 3245（1/25）

東京証券取引所　上場部長　安井　良太
・ガバナンス報告書に見る日経500銘柄のCGコード実施状況 3246（2 / 1）

株式会社プロネクサス　ディスクロージャー研究部　籠島　淳矢
・金融商品取引法上の連結財務諸表規則・開示府令等の改正の概要とこれを活用した上場事

例 3249（2/22）

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業
　弁護士（前金融庁総務企画局企業開示課　専門官）　佐藤　光伸

・有価証券報告書　作成上の留意点（平成28年３月期提出用） 3258（4/25）

公益財団法人　財務会計基準機構　企画・開示室　高野　裕郎
・平成28年6月総会想定問答Q＆A　コーポレートガバナンス・コードを踏まえた想定問答

 3259（5 / 9）

弁護士　中村　直人／弁護士　後藤　晃輔
・「新規上場会社のガバナンス体制」 3260（5/16）

マネックスグループ株式会社　執行役　田名網　尚

�監査�
・「ITを利用した監査の展望～未来の監査へのアプローチ～」の解説 3247（2 / 8）

佐久間税務会計事務所　公認会計士・税理士　佐久間　裕幸
・東芝事件から監査のあり方を考える 3248（2/15）

東北大学会計大学院　教授　高田　敏文
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・監査法人に対する行政処分と会社法 3248（2/15）

筑波大学ビジネスサイエンス系　教授　弥永　真生
・監査人の交代に関する実態調査の結果について 3251（3 / 7）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘
・会長通牒「公認会計士監査の信頼回復に向けた監査業務への取組」の解説 3253（3/21）

公認会計士　泉本　小夜子
・金融庁「会計監査の在り方に関する懇談会」提言から読み取るべき課題 3262（5/30）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二

�会社法�
■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ

＜191＞　監査等委員会設置会社への移行議案と取締役報酬議案 3254（3/28）

＜192＞　退任者の内規に基づく会社及び代表取締役に対する請求 3259（5 / 9）

弁護士　小林　公明

・会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令の解説 3253（3/21）

法務省　民事局付　堀越　健二／法務省　民事局付　野澤　大和
／法務省　民事局付　邉　英基／法務省　民事局調査員　坂本　幸寛

・「会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型」の改訂にあたっ
て 3255（4 / 4）

経団連経済基盤本部　土肥　智子／浅野　岳紀

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
■IFRSをめぐる動向

PwCあらた監査法人
第82回　減損移行リソースグループでの議論（９月の議論） 3245（1/25）

浅井　敬子

第83回　売却目的保有の非流動資産と非継続事業の論点に関する検討状況 3249（2/22）

小柳　千佳子

第84回　公開草案「IFRS第15号の明確化」と2015年12月の議論 3252（3/14）

井上　雅子

第85回　減損移行リソースグループでの議論（12月の議論） 3256（4/11）

浅井　敬子

第86回　「のれん及び減損」プロジェクトの検討状況のアップデート 3260（5/16）

富田　真史

第87回　「開示イニシアティブ」プロジェクト（2016年5月までの動向）  3265（6/20）

稲田　丈朗
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■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点
（149）　IASB概念フレームワークの公開草案（15） 3243（1/11）

（150）　IASBのアジェンダ協議 3245（1/25）

（151）　IASBのリース会計基準（1） 3247（2 / 8）

（152）　IASBのリース会計基準（2） 3249（2/22）

（153）　IASBのリース会計基準（3） 3250（2/29）

（154）　IASBのリース会計基準（4） 3251（3 / 7）

（155）　IASBのリース会計基準（5） 3252（3/14）

（156）　IASBのリース会計基準（6） 3253（3/21）

（157）　IASBのリース会計基準（7） 3254（3/28）

（158）　IFRSと米国基準（1） 3256（4/11）

（159）　IFRSと米国基準（2） 3258（4/25）

（160）　IFRSと米国基準（3） 3260（5/16）

（161）　IFRSと米国基準（4） 3262（5/30）

（162）　発行済株式数 3264（6/13）

（163）　特定譲渡制限付株式の会計処理（1） 3266（6/27）

早稲田大学大学院　会計研究科教授　秋葉　賢一

・グローバルプロセス効率化とグループガバナンス（上） 3250（2/29）

・グローバルプロセス効率化とグループガバナンス（下） 3251（3 / 7）

株式会社日立製作所　財務統括本部　担当本部長　今給黎　真一

�海外事情�
■海外会計トピックス

経営トップの高報酬は従業員の意欲をそぐ，2015年革新的企業ランク，その他 3242（1 / 4）

2016年度の通貨に関する３つの予測，CPA等の資格名称見直し？，その他 3243（1/11）

20年経過した米国民事訴訟改革法，AICPAとCIMAとの提携，その他 3244（1/18）

リース会計基準変更の影響，小売業での不正返品が増加，その他 3245（1/25）

先送り癖に５つの対処策，IPOした会社の半数に監査人が警告，その他 3246（2 / 1）

EUが租税回避の抜け穴ふさぎ，会計専門職と業務の自動化，その他 3247（2 / 8）

税務と監査を同時提供する功罪，中国最大の詐欺事件，その他 3248（2/15）

プログラム会計で不正か，内部通報でまたまた多額報償金，その他 3249（2/22）

経営者報酬でチェックすべき事項，内部通報の効果，その他 3250（2/29）

米国政府の連結財務諸表監査，アカデミー賞とCPA，その他 3251（3 / 7）

腐敗監視組織が改善の兆しを示す，管理会計担当者の報酬，その他 3252（3/14）

英国企業の多くが判断ミスで多額損失，監査の質向上が遅いとの指摘，その他 3253（3/21）

CFOとコスト・マネジメント，投資家の新たな心配事，その他 3254（3/28）
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2016年のリスクトップは規制，米国大統領選挙と経営者の判断，その他 3255（4 / 4）

証券法関連の集団訴訟増加，意思決定ミスの要因と対応，その他 3256（4/11）

増加する電子メール詐欺，パナマ文書，その他 3257（4/18）

経営者の報酬開示，米大企業5社に1社は連邦税支払いなし，その他 3258（4/25）

SEC不正会計で処分した２事例，個人情報の盗難，その他 3259（5 / 9）

管理会計専門家が倍増，監査業務の競争でオピニオン・ショッピング増加，その他 3260（5/16）
中国企業アリババはエンロンの再来か，労働過多の会計士，その他 3261（5/23）

アナリストが求める決算書で必要な情報，IRSの内部統制は要改善，その他 3262（5/30）

中国企業が行った米国での不正会計，CFOが対処すべき課題，その他 3263（6 / 6）

サイバー攻撃から守る10の方法，時代遅れのドレスコードを撤廃，その他 3264（6/13）

経営者は、企業の持続性の関心が希薄、結婚詐欺をからめた投資詐欺、その他 3265（6/20）

COSOのERMフレームワーク改訂草案，EUでの監査制度改革と監査市場，その他 3266（6/27）
飯田公認会計士事務所　飯田　信夫

■世界の会計事務所から
第１回　ミャンマー　「驚くなかれ，諦めるなかれ，ミャンマーの会計事始め」 3260（5/16）

KPMG　ミャンマー事務所長　藤井　康秀
第２回　シンガポール　「税務の落とし穴とその対処方法」 3263（6 / 6）

KPMG　シンガポール事務所マネジャー　浅井　秀太郎

■中国子会社の見える化
第11回　中国子会社の見える化の実践例 3242（1 / 4）

第12回（最終回）中国子会社の見える化の実践例と落とし穴 3244（1/18）

有限責任あずさ監査法人　増田　進／紫垣　昌利／中村　祥子

�コラム・書評等�
■ハーフタイム

監査役の“覚悟”が問われる時 3243（1/11）

今こそ，公認会計士の矜恃を示せ！ 3244（1/18）

事業再編と会計情報の関係 3246（2 / 1）

ヒューマン・アクションにとって会計情報はどうあるべきか 3247（2 / 8）

経営者は株主の代理人か財産管理者か 3248（2/15）

経営者と投資家の関係 3252（3/14）

階段は“上から下へ”と掃くものだ 3254（3/28）

金利の経済学 3255（4 / 4）

マイナス金利は割引率にどう影響するか 3256（4/11）

退職給付債務の割引率 3257（4/18）
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パナマ文書の衝撃と所得格差の拡大 3260（5/16）

タックスヘイブン対策税制からグローバル富裕税へ 3261（5/23）

租税回避とタックス・プランニングの職業倫理 3262（5/30）

経済成長とモラルと不正会計の関係 3263（6 / 6）

米国で所得格差が拡大したわけ 3264（6/13）

米国企業の役員報酬はなぜ高いのか 3265（6/20）

キャッシュリッチ企業はなぜ増えるのか 3266（6/27）

■書評
・那須　伸裕，松本　祥尚，町田　祥弘著『公認会計士の将来像』 3248（2/15）

公認会計士　市川　育義
・渡邉　泉著『帳簿が語る歴史の真実～通説という名の誤り～』 3252（3/14）

大阪経済大学　教授　小谷　融
・宝印刷　総合ディスクロージャー＆IR研究所編『株主総会招集通知作成の実務Q&A』

 3253（3/21）

弁護士　松山　遥
・宝印刷　総合ディスクロージャー＆IR研究所監修　新保　秀一著『モデルで学ぶ有価証

券報告書の仕組みと作り方』 3258（4/25）

公認会計士　男澤　江利子
・浜田　康著『粉飾決算-問われる監査と内部統制』 3261（5/23）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二
・宝印刷　総合ディスクロージャー＆IR研究所編『適時開示の実務Q&A』 3265（6/20）

西村あさひ法律事務所　弁護士　町田　行人

■年頭所感
公益財団法人　財務会計基準機構　理事長　釡　和明 3242（1 / 4）

日本公認会計士協会　会長　森　公高 3242（1 / 4）

日本税理士会連合会　会長　神津　信一 3242（1 / 4）

公益財団法人　全国法人会総連合　会長　池田　弘一 3243（1/11）

公益社団法人 日本監査役協会　会長　広瀬　雅行 3243（1/11）

一般社団法人日本経済団体連合会　常務理事　阿部　泰久 3243（1/11）

IFRS財団アジア・オセアニアオフィス　ディレクター　竹村　光広 3243（1/11）

株式会社日本取引所グループ　代表執行役グループCEO　清田　瞭 3244（1/18）

国際会計基準審議会（IASB）　議長　ハンス・フーガーホースト 3245（1/25）

■その他
・「第７回プロネクサス懸賞論文」の受賞作品決定－「日本における自己株式取得の実態と
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開示内容改善への提言」が最優秀賞を受賞－ 3243（1/11）

・東京税理士会が監修　映画「家族はつらいよ」 3251（3 / 7）

・若手経理社員を育成する「経面塾」，第３期スタート 3256（4/11）

・熊本地震により被害に遭われた皆様へ 3258（4/25）

・アジア太平洋管理会計学会2016年度コンファレンス開催のご案内 3261（5/23）

・日本監査研究学会　第39回西日本部会・第38回東日本部会開催のお知らせ 3263（6 / 6）

・経営・財務プロフェッショナルのためのスペシャルイベント『CFO NIGHT!! 2016』開
催のお知らせ 3264（6/13）

・第14回青山学院「会計サミット」の開催について 3265（6/20）

�インタビュー・対談・座談会�
・新春インタビュー　中原広国税庁長官に聞く 3243（1/11）

・CFOインタビュー　これからのCFOと経理財務部門 3247（2 / 8）

日清食品ホールディングス　取締役・CFO　横山　之雄
／慶應義塾大学商学部　教授　西川　郁生

・税効果会計「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の実務上の影響 3254（3/28）

あずさ監査法人　小倉　加奈子／ PwCあらた監査法人　加藤　達也
／仰星監査法人　中川　隆之／富士通株式会社　財務経理部　山田　友和

／三菱地所株式会社　経理部　小澤　純一
・緊急特別座談会「不正を許さない社会構築に向けた課題」 3255（4 / 4）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二／山口利昭法律事務所　弁護士　山口　利昭
／株式会社エスプラス　公認会計士　辻　さちえ

／一般社団法人日本公認不正検査士協会　公認不正検査士　濱田　眞樹人
・インタビュー　経理財務トップの視点～国際的な連結経営の深化を支える経理財務部門

 3257（4/18）

住友化学株式会社　代表取締役専務執行役員　野崎　邦夫
／慶應義塾大学商学部　教授　西川　郁生

・特別対談　「会計監査に対する社会の信頼を取り戻すために」～変革に向けた新日本監査
法人の取組みから考える 3258（4/25）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二
／新日本有限責任監査法人　理事長　辻　幸一

・企業会計基準委員会　小賀坂敦副委員長に聞く　収益認識基準の開発動向 3263（6 / 6）
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お詫びと訂正
No.3241:「資本連結入門」第９回 3245（1/25）

参考資料
・企業会計基準適用指針公開草案第55号「税効果会計に適用する税率に関する適用指針
（案）」の公表 3242（1 / 4）

・企業会計基準適用指針第26号　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針 3249（2/22）

・会計監査の信頼性確保のために「会計監査の在り方に関する懇談会」提言 3252（3/14）

・企業会計基準委員会 議事概要「マイナス金利に関する会計上の論点への対応について」
①退職給付債務の計算における割引率 3255（4 / 4）

・企業会計基準委員会 議事概要「マイナス金利に関する会計上の論点への対応について」
②金利スワップの特例処理の取扱い 3255（4 / 4）

・実務対応報告公開草案第46号　「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する
実務上の取扱い（案）」の公表 3259（5 / 9）


